
2 かしわ市議会だより  令和3年11月１日発行（９月定例会）

■会派名簿■ ○は会派代表（令和３年９月24日現在）

【柏清風】阿比留義顯／○石井昭一／後藤浩一郎（副議長）／坂巻重男／桜田慎太郎

	 	助川忠弘／円谷憲人／日暮栄治／福元	愛／古川隆史／村越	誠／山田一一

【公明党】小川百合子／小松幸子／田中	晋（議長）／塚本竜太郎／○中島	俊／橋口幸生

	 	 	林	伸司

【日本共産党】日下みや子／平野光一／武藤美津江／矢澤英雄／○渡部和子

【柏愛倶楽部】佐藤	浩／○末永康文／山下洋輔

【みらい民主かしわ】○岡田智佳／鈴木清丞／浜田智香子

【市民サイド・ネット】林	紗絵子／○松本寛道

【無所属A】内田博紀 【無所属B】大橋昌信 【無所属C】上橋	泉 【無所属Ｄ】北村和之
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2 可決 26 7 ○ ○ ×  ×1

欠2
○ ○ × ○ ○ ○

7 可決 26 7 ○ ○ ×  ○1

欠2
○ × ○ ○ ○ ○

23 可決 30 3 ○ ○ ○  ○1

欠2

○2

× 1
× ○ ○ ○ ○

24
26

可決 27 6 ○ ○ ×  ○1

欠2
○ ○ × ○ ○ ○

27 同意 22 11 ○11

除 1
○ ×

 ○1

 ×1

欠1

○ × × ○ × ×

28 同意 24 9 ○ ○5

除 1
×

 ○1

 ×1

欠1

○ × × ○ ○ ○

29 可決 30 3 ○ ○ ○  ○1

欠2

○2

× 1
× ○ ○ ○ ○

議員
提出 動議 否決 13 20 × × ○ ○1

欠2

× 2
○ 1

○ ○ ○ ○ ○

請願42-1
〜4

不採択 15 18 × × ○ ○1

欠2
○ ○ ○ ○ ○ ○

請願43 不採択 13 20 × × ○ ○1

欠2
○ ○ ○ × × ○

請願44 不採択 14 19 × × ○ ○1

欠2
○ ○ ○ ○ × ○

※反対には態度保留・継続等を主張し、賛成でない立場も含みます。

　議長は表決には加わっていません。

　

９月定例会の議案等と請願の議決結果

各会派の賛否 

賛否が分かれた上表の網かけ（　　）の議案等について、会派別に賛否を公表します。　

○：賛成　×：反対　欠：欠席　除：除斥（審議・事件と一定の利害関係を有する議員は議事に参加できないとする制度）

Pick up！は上記「新型コロナウイルス対策に係る補正予算をピックアップ！」で取り上げた議案です。

44

第６次エネルギー基本計画改定に関する意見書について

主旨

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、エネルギーの効率化と
ともに再生可能エネルギーの大幅な拡大を進めるため、地方自治法第
99条の規定に基づき、次の事項を基本とする第6次エネルギー基本計
画改定に関する意見書を貴議会において採択していただき、国会及び関
係行政庁に提出いただきたく請願いたします。
・2030年における再生可能エネルギーによる発電割合48％以上を目指
すこと、2050年度は100％とすること

・石炭火力発電は2050年までに廃止すること
・脱炭素社会に向けて、再生可能エネルギーを強力に推進する政策への
転換を確実に進めること

×

45

生活保護利用者へのエアコン支給等について

主旨１ 厚労省通知を利用者に周知徹底してください。 ◎

主旨2
厚労省通知は、2018年3月以前に保護開始された方を除外しています。
エアコンの購入費を家具什器費と認め、生活保護利用者全員にエアコン
の設置費用の適用を国に求めてください。

◎

主旨3
生活保護利用者が電気代を心配せずにエアコンを使えるように、速やか
に夏季加算を創設するよう、国に求めてください。

◎

主旨4
熱中症対策として、柏市独自に、生活保護利用世帯にエアコン購入費と
設置費用を助成してください。

継続
審査

主旨5
生活保護利用者が電気代を心配せずにエアコンを使えるように、柏市独
自に夏季のエアコン設置による電気代相当額を支援してください。

継続
審査

※網かけ（■■）は賛否が分かれた請願です。　　◎は全会一致、○は賛成多数、×は不採択

請願（新規）

41

自校方式の給食を守り、沼南にも広げることについて

主旨1 自校方式の学校給食を変えないでください。 継続
審査

主旨2 沼南地域の学校も自校方式の給食を実施してください。 継続
審査

42

柏駅西口北地区再開発事業の情報公開について

主旨1
施設計画案について市民及び市議会に公開し、都市計画の決定権者とし
ての説明責任を果たしてください。

×

主旨2

コロナ対策での支出増や市税の減収など、市財政が今後一層厳しくなる
ことが予測されます。「不急の再開発は凍結すべき」「一度立ち止まり見
直すべき」という多くの声が市民から聞こえてきます。柏市はこの点を
どのように評価し判断するのか、明らかにしてください。

×

主旨3
再開発事業について、説明会や公聴会など、市民に説明し、意見や要望
を聴く場を設けてください。

×

主旨4
再開発事業について、広報かしわ及びホームページで市民に説明し、意
見を募集してください。

×

主旨5 建設経済常任委員会において、当請願の趣旨説明をさせてください。
審議
未了

43

国に対し、刑事訴訟法の再審規定（再審法）の改正を求める意見書について

主旨

・再審のための全ての証拠を開示すること
・再審開始決定に対する検察の不服申立てを禁止すること
・再審における手続を整備すること
以上の内容を反映した、刑事訴訟法の再審規定（再審法）改正を求める意
見書を貴議会において採択し、国へ提出していただきたく請願いたします。

×

※網かけ（■■）は賛否が分かれた議案等です。　　◎は全会一致、○は賛成多数、×は否決

番　号 件　　　名
審議
結果

市 長 提 出 議 案

 条例の改正

1 非常勤特別職職員報酬等支給条例の一部改正 ◎

2 市立障害福祉サービス事業所条例の一部改正 ○

3 中小企業資金融資条例の一部改正 ◎

4 道路占用料条例の一部改正 ◎

財産の取得
5 災害対応特殊屈折はしご付消防ポンプ自動車 ◎

6 災害対応特殊救急自動車 ◎

その他

7 訴えの提起 ○

8 市道路線の認定 ◎

9 市道路線の廃止 ◎

10 公の施設の区域外設置に関する協議 ◎

２年度決算 11〜22 全て継続審査となりました。決算議案について詳しくは８面 知●＋へ

３年度
補正予算

23 一般会計 ○

24 国民健康保険事業特別会計 ○

25 介護保険事業特別会計 ◎

26 後期高齢者医療事業特別会計 ○

人事 27、28 監査委員の選任（注） ○

3年度補正予算 29 一般会計 ○

人事

30 教育委員会委員の任命 ◎

31 固定資産評価審査委員会委員の選任 ◎

32〜35 人権擁護委員候補者の推薦 ◎

議員提出議案・動議　

意見書

5
コロナ禍による厳しい財政状況に対処し地方税財源の充実を
求める意見書

◎

6
障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する
法律の改正を求める意見書

◎

3年度補正予算 動議 一般会計補正予算（議案第23号）に関する組替え動議 ×

（注）坂巻重男議員、林伸司議員を選任する議案のため、それぞれの採決に両議員は加わっていません。

Pick up！

議員個人の
賛否はこちら

（議案） （請願）

９月定例会では、市長より、新型コロナウイルス感染症に係
る支援を実施するため、新たな補正予算案が提出されました。
ここでは、１面に引き続き、可決した補正予算のうち、主な施
策について取り上げます。

令和３年第３回定例会

新型コロナウイルス対策に係る補正予算を
ピックアップ！

修学旅行及び林間学校等の延期又は中止に伴う
費用の支援（市独自施策）事業費 2,579万円

市内飲食店売上回復事業（市独自施策）

事業費 ５億5,005万円

　新型コロナウイルス感染防止のため、修学旅行及び林間学校等を延期
または中止した場合に発生する旅行代理店へ支払う企画料及び保護者へ
の積立金返還に係る口座振込手数料を公費にて補助します。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい
経営状況におかれている市内飲食店及び飲食店と取
引がある事業者の売上回復を目指すことを目的とし
て、飲食店を対象としたキャッシュレス決済による
ポイント還元を実施します。消費喚起を促すことで、
地域経済の再生を図ります。

Q延期または中止をどのように

判断しているのか。

Aそれぞれの学校の規模や行

き先等によって状況が変わるた

め、緊急事態宣言、まん延防止

等重点措置を判断の基準とし、

各学校ごとに判断している。

Qどのようにポイント還

元率を30％と決めたのか。

A事前にキャッシュレス事

業者に話を伺った中で、複

数の事業者から費用対効

果の最適値が30％である

と回答があったためである。

Q保護者や子供たちへの延期または中止

の決定に伴う説明はどのように行われて

いるか。

A保護者会が開きづらい状況ではあるが、

学校によっては緊急に開催し説明を行っ

ている。主にメールや文書にて意向をお

伝えして御理解をいただいている。

教育民生委員会 建設経済委員会こんな質疑がありました。

こんな質疑が
ありました。

キャンペーン概要

キャンペーン期間(予定）
令和３年12月１日（水）から
令和４年２月28日（月）まで

ポイント還元率 ３０％

ポイント付与上限
３,０００円相当／回
３0,０００円相当／期間中

対象店舗 市内飲食店（原則、中小企業者及び個人事業主に限る）

対象店舗の地域 市内全域

ポイント付与対象者 対象店舗の利用者（利用者の在住地域は問わない）


